
11月25日(金)、観光庁は現在実施中の観光需要喚起策「全国
旅行支援」（NEWS EXPRESS 23-109参照）を延長し、年明け
以降も続けることを発表しました。航空を含む交通付旅行商品を
利用する場合の優遇措置は継続される一方、本施策終了後の需要の
急激な落ち込みを避ける観点から、補助額の上限は引き下げられ
ました。なお、年明けの再開日や終了時期は発表されていません。
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割引上限額 クーポン額※

支援
内容

交通付旅行商品5,000円
（8,000円）

平日2,000円
（3,000円）

宿泊のみ商品3,000円
（5,000円）

休日1,000円
（1,000円）

平日の交通付旅行
商品の場合、補助
額は計7,000円に
（11,000円）

今回発表された年明け以降の支援内容（カッコ内は10/11～12/27宿泊分）

「全国旅行支援」は、国内航空需要の回復に着実に寄与している
と考えられます。航空連合は複数年度にまたがる継続対応を求めて
おり、今回の対応は評価できますが、航空連合加盟組織の職場や
連携して取り組みを行っているJR連合・サービス連合からも運用上
の課題を指摘されており、航空連合も当該の職場状況を確認し、
各所への今後の要請につなげていきます。

※原則電子クーポン

https://www.jfaiu.gr.jp/files/news/dcfaad4be049a1df0840eea2170eaf7d.pdf

